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要約

本稿は、マーケティングと会計学のそれぞれの分野のブラ
ンドにかんする先行研究を概観し、ブランドが、マネジメ
ント上、どのような意味を持ち、資産としてどのように扱
うべきかを再考することで今後のブランドにかんする研究
の方向性の示唆を行うものである。そのため、まず、ブラ
ンドの定義と歴史的背景、そしてマーケティング分野にお
けるブランド・エクイティの概念と測定を考察するととも
にその課題を明らかにした。範囲の広範さと統一的な見解
のなさ、総計の問題、相互作用の問題そして業界固有の効
果について言及している。続いて、会計学におけるのれん
とブランドの概念を整理したうえで、ブランド会計の歴史
的な背景を確認し、ブランドの資産計上を目的とした測定
の手法について確認した。結果として、ブランドが経営意
思決定において重要ではあるが、だからといって財務諸表
で資産計上すべきということにはならず、個々の企業固有
のブランドの管理についてさらなる研究の蓄積が有意味で
あるとしている。

はじめに

資産としてのブランドは、1980年代にイギリスにおいて、
財務会計上でその必要性が議論され、1990年代にアメリカ
を中心にマーケティング上で学術的な体系化が進んだ。そ
して今日までに、企業の資産価値や経営戦略上の資源とし
て、学術的・実務的にも様々な側面から研究がなされてい
る。資産としてのブランド、ブランド・エクイティ（brand 
equity）にかんする議論は、大きく分けると、会計学にお
ける財務的視点の議論と、他ブランドの差別化の源泉とい
う意味でのマーケティング視点の議論に分けることができ
る（Barwise, 1993；古江, 2003；守口, 2014）。
しかし、今日では、各分野で詳細な興味や目的が異なる

部分もあり、それぞれの分野で研究が細分化されている状
況といえる。しかしながら、Aaker（1991）が、ブランド・
エクイティは、企業側の価値と顧客側の価値の双方に直接
的に影響を与え、さらには顧客側の価値は企業側の価値に
間接に影響を与えると述べているように、２つの分野での
ブランド研究の大きな目的は、企業の価値を高めるブラン
ドを経営上で重要な長期的な源泉と成果として利用するこ
とにある。そのために二つの分野で得られた知見を、再び
接合する必要があるといえる。
そこで本研究では、マーケティングと会計学のそれぞれ
の分野のブランドにかんする研究を概観する。それぞれに
おいての論点と課題を整理し、ブランドが、マネジメント
上にどのような意味があり、また資産としての扱いを再考
することで今後のブランドにかんする研究の方向性の示唆
を行う。

２　ブランドの定義と歴史

マーケティング分野におけるブランドの定義は、アメリ
カ・マーケティング協会（AMA）の定義を用いると、“A 
brand is a name, term, design, symbol, or any other feature 
that identifies one seller’s goods or service as distinct from 
those of other sellers.”である1。ブランドは名前、用語、デ
ザインやシンボル以外にも、他の製品・サービスと区別で
きる特徴を含む。他の製品との識別性を出自としているが、
単に識別のための記号、法的な商標の意味を超えて様々な
意味は広範な効果と意味を含むといえる。
田中（2017）で指摘されているように、ブランドは単に
識別的な意味を考えても、単に名前やロゴだけでなく、定
義的には、音、香りや味などの非視覚的な刺激も含まれる。
例えば、香りに関しては、Scent Marketingと呼ばれる分野
において、伝統的な消費者行動論におけるS-O-Rモデルだ
けでなく異なる観点からも、そのメカニズムの研究がなさ
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れている（De Luca and Botelho, 2021）。また、近年ではサー
ビス・ドミナント・ロジック（Vargo and Lusch, 2004）によっ
て、サービス中心のマーケティングに重心が移っているが、
総合的なサービスの一連も差別化の作用があれば、それ自
体はブランドとなる。例えば、美容院を考えると、美容師
自身もブランドといえるし、その美容師しかできないと知
覚されるカット技術もブランドとなる。またデジタル・マー
ケティングにおける顧客体験（CX）も、ブランドのひと
つであるといえよう。Amazonでしかできないような、豊
富な品揃えからの選択、統一された購入フォーム、24時間
稼働する倉庫からの早い配送などの一連は他の企業との識
別としてのブランドの意味を持つといえる。このように、
ブランドは、単に名前やロゴでなく、識別の意味として広
義であるといえる。ここで注意しなければいけないのは、
香りや味などの客観的に科学的な成分が違っていても、消
費者に区別されないならば、それはブランドの差異とはい
えない。このようにブランドは、あくまでも消費者の知覚
によって形成されるものであるといえる。
次にそのブランドに関する考察していくために、ブラン

ドの歴史を概観する。まずブランド（brand）という単語
の直接の語源は、古英語では、炎、炎による破壊や松明（た
いまつ）を意味するところから来ている2。それによって
家畜や奴隷を識別するために焼印していたが3、近代にな
り、松明から鉄印による焼印に変わり、そのことが職人の
作品の目印となり、製品・サービスの識別のための記号と
しての役割の意味に近づいていった。
しかし近代以前にも、Wengrow（2008）で述べられて
いるように、ブランドは、世界の文明が始まって以来、識
別の記号としての役割以上のものとして利用されていた。
Twede（2002）は紀元前1500年から西暦500年の地中海の
取引において、アンフォラと呼ばれる２つの持ち手のある
壺式の陶器のデザインが、その中にいれるワインや商品の
種類や品質を示すものであったことを述べている。また
Eckhardt and Bengtsson（2009）は、中国の宋時代に、ブ
ランディングの方法を記した文書があったと述べている。
ブランドの心理学的な作用としては、ハロー効果（halo 
effect）の一種だと考えることもできるが（Leuthesser et 
al., 1995）、これらの歴史を鑑みると、ブランドというもの
が、いかに人間の取引活動おける道具として、普遍的なも
のであることが理解できる。
それではなぜブランドが取引活動で重要になっていった

のだろうか。Strasser（1989）；Low and Fullerton（1994）；
Petty（2013）によると、19世紀の後半から、アメリカに
おいて現代的なブランド・マネジメントの段階が構築され
ていった理由として、次の環境要因が関係していると述べ
ている。まず生産プロセスの改良により大量生産が可能に
なったのと、技術の進化により、デザイン面において様々

なパッケージが生産可能になったことがあげられる。また
新聞や雑誌のメディアの普及につれての広告が、一般的に
なってきたこと、交通と通信が整備され、流通が一部の地
域ではなく、広く全国の範囲になったことや、デパートや
バラエティ・ストアなどの新しい形態の商業施設が発達し
たことがある。そして度重なる法改正により、ブランド識
別の鍵となる商標が守られるようになった。これらによっ
て識別的なデザインの製品を大量に生産でき、かつ広告と
流通の範囲が全国になり売場面積や品数が多くなる店舗に
おいて、取引活動におけるブランドによる識別性が強く意
識されるようになった4。
20世紀前半以降、ブランドが商業分野で一般的になると、
特にマーケティングの分野においては、ブランド・ロイヤ
ルティの概念は、その測定の方法とともに、関心が高かっ
たといえる（Guest, 1944; Cunningham, 1966）。その後、
1980年代に、不安定な株価市場において、確立したブラン
ドが価値を失わなかったことや、成功したブランドを地理
的に拡張できるか、またはブランド拡張において、元ブラ
ンドの価値を毀損せずに転用できるかに関心が高まったこ
とにより、ブランド・エクイティに実務的にも、学術的に
も関心が高まった（Barwise, 1993）。そしてマーケティン
グ分野では、Aaker（1991）においてブランド・エクイティ
についての重要性が体系的に論じられて以降、経営戦略に
おけるブランドの重要性が高まっていった。それ以降、経
営上でブランド・マネジメントの相対的な重要性が大きく
なり、ブランドは、「作られる」ものではなく、「作る」も
のとしての重要性が大きくなっていたといえる5。これら
の面で、マーケティング上ではブランド・エクイティの測
定の重要性が大きくなったといえる。
「ブランドづくり」が、（日本においても）実務的に一般的
になった1990年代中盤以降は、青木（2011）によれば、研究
や議論の焦点は、ブランドに資産的価値があることを十分に
認めた上で、その価値を維持・強化するための具体的な方
法論や枠組みづくりへと移っていく。そして、現在では、
Park et al.（2010）；Batra et al.（2012）；van der Westhuizen
（2018）など、ブランドへの愛情や愛着、ブランド体験など、
単なるブランドの提供と消費の関係性を超えたブランドと
のつながりなど、よりパーソナルな部分に焦点を当てる研
究、さらには、Muniz , Jr. and O’Guinn（2001）；Carlson et 
al.（2008）などブランド・コミュニティに焦点を当てる研
究など、その方向性も多面的になってきている。

３　マーケティングにおけるブランド・エクイティ

3.1 ブランド・エクイティの定義
マーケティングにおけるブランド・エクイティの定義は、

Aaker（1991）によれば、「ブランド、その名前やシンボ

2 　 Online Etymology Dictionary、https://www.etymonline.com/word/brand#etymonline_v_15721
3 　 このことはヨーロッパの地域での現象であるが、Khan and Mufti（2007）は、紀元前2700年くらいの古代エジプトにおいても、家畜の識別とし
て焼印が利用されてたことを述べている。

4 　 アメリカにおけるブランドの歴史は Keller（1998）を参照。
5 　 Aaker（1991）以前に、ブランドの育成の重要性については、すでにGardner and Levy （1955）で述べられている。
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ルと結びついたブランドの資産と負債の結合」である。そ
して、①ブランド・ロイヤルティ、②名前の認知、③知覚
品質、④ブランド連想、⑤その他（パテント、商標、チャ
ネル関係など）の５つをブランド・エクイティの基礎とし
て示している。これらの評価がマーケティングのブランド
の測定に関係することになるが、重要なのは、マーケティ
ングにおいては、ブランド・エクイティは多面的であり、
１つの尺度で測定するのは難しいことに注意しなくてはな
らない。
またブランド・エクイティは、ブランドの意味が広範で

あるがゆえ、学術的にも実務的にも非常にハイ・コンテキ
ストな用語といえる。ブランドについては狭義の意味、す
なわち商標の意味のみを示す場合もあるし、広義の意味、
すなわち他の製品・サービスとの差別化の源泉を示す場合
もある。これはブランド・エクイティの測定を考える上で
も、問題になる場合が多いといえる。
ブランド・エクイティは、識別の記号としての商標が含

まれるが、マーケティングにおいては、 消費者に内在する
ものである。その点を強調したのが、Keller（1993）の、
顧客ベースのブランド・エクイティ（customer-based 
brand equity）といえる。その定義は「マーケティングに
おける消費者の反応にブランド知識が及ぼす効果の違い」
であり、Keller（1998）によれば、ポジティブな顧客ベー
スのブランド・エクイティを有するブランドは、消費者は
新しいブランド拡張を受け入れやすい、値上げへの反応が
小さく、新しい流通チャネルでの当該ブランドの購入に結
び付くとされる。そして顧客に視点をあてているので、測
定をしたければ顧客を対象にブランド認識やブランド好意
度などを聴取して集計すれば、ブランド・エクイティに関
連する測定値として用いることができる。

Keller（1998）以降、ブランド・エクイティにかんして
消費者に対するアプローチが戦略的に整理され、実務的に
も戦略を実行可能になったといえる。その例として、
Keller（2001）では、顧客ベースのブランド・エクイティ
において、ブランド・ビルディング・ブロックと呼ばれる
顧客の成長を４段階の表現を提案した。初期の段階として
広く、深くブランド認知ができる①アイデンティティの段
階、次に強く、好ましく、独自性を持ったブランド連想が
できる②ミーニングの段階、次にポジティブに、素早く反
応ができる③レスポンスの段階、最後に強く、能動的に関
係を持っている④リレーションシップの段階を想定して、
それぞれの段階のマーケティング戦略の目標を設定するこ
となどに利用できる。これはブランド・マネジメントにお
けるコンセプトの一つの例ではあるが、 青木（2011）が述
べているように、マーケティングにおいては、Keller（1998）
以降、消費者行動研究における知見を活用しつつ戦略論と
の積極的な架橋が図られていったといえる。

3.2 マーケティングにおけるブランド・エクイティの測定
ブランド・エクイティのコンセプトの意義は戦略的意思

決定を導くことにあるので、エクイティの結果やベネ
フィットを正確に把握できることは重要であり、マーケ

ティングにおけるブランド・エクイティの測定に該当する
ものには、様々なものが提案されている （Keller, 1998）。
ここでは有名なものとして、Aaker（1991）と、Keller（1993）
で述べられている測定についてそれぞれ述べる。Aaker
（1991）はブランド・エクイティの価値評価には、無記名
の製品・サービスと、該当ブランドの製品・サービスの価
格差として①ブランド・ネームから得られる価格プレミア
ム、まず無記名の製品・サービスと、該当ブランドの製品・
サービスの好意度の差として②ブランド・ネームと顧客の
選好（価格プレミアム）、新しいブランドを開発する際の
コストの期待値である③取替原価、Simon and Sullivan
（1993）の財務的なアプローチである④株価を基礎にした
ブランドの価値、利益計画や過去の利益利益実績を利用し
て計算する⑤将来利益に基づくブランドの割引価値の５つ
があるとしている。
守口（2014）では、①と②が、マーケティングに関連す
るブランド・エクイティの評価としている。また守口（2014）
では、ブランドの評価対象としては、（a）製品・サービス
そのものに付加価値をもたらす存在としてのブランドと、
（b）製品そのものを含めた総体としてのブランドの ２種
類があるとしている。単純化した例として、コカ・コーラ
と、製品自体は変わらないがブランド名がついていない
コーラがあるとする。（a）は ２種類の製品の差がコカ・コー
ラのブランドの付加価値になる。一方、（b）はコカ・コー
ラ製品自体の価値になる。（a）においての差は、Aaker
（1991）が述べる①価格プレミアム、もしくは②選好プレ
ミアムとしての付加価値と考えることができる。（a）がマー
ケティングにおけるブランド・エクイティの測定における
考え方の中心になる。すなわち無記名のブランド、もしく
は比較における基準となるブランド（プライベート・ブラ
ンド、トップブランドなど）が必要になるといえる。守口
（2014）では、（b）においては、売り上げやリピート率な
どをブランド測定の尺度と用いることができるが、価格の
安さや、プロモーションなどの成果も含まれることに注意
する必要があり、同時に、ブランド評価の際には、消費者
が製品自体の価値とブランド価値を分別することは難し
く、この（a）と（b）を切り離して評価をするのは難しい
と述べている。
次にKeller（1993）では、顧客ベースのブランド・エク

イティの測定について述べている。顧客ベースのブランド・
エクイティの定義は、「消費者の反応にブランド知識が及
ぼす効果の違い」であり、 ブランド知識（brand knowledge）
が重要であるが、それは（１）ブランド認知（brand 
awareness）と、（２）ブランド・イメージ（brand image）
の２つに分けられる。（１）ブランド認知は、記憶内のブ
ランド・ノードや痕跡の強さに関係し、同時に、様々な状
況下で消費者がブランドを識別する能力である（Rossiter 
and Percy, 1987）。ブランド認知は、購買時の考慮集合に
含まれる確率を高め、ブランドへの態度形成がなされてい
ない際にも、認知が購入選択の確率を高め、さらには（２）
ブランド・イメージの形成の多寡に関係している。（１）
ブランド認知は、（a）ブランド再生（brand recall）と（b）
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ブランド再認（brand recognition）の２つに分けられる。（a）
ブランド再生は、手がかりとしてある製品カテゴリーが与
えられたり、ニーズが発生したり、購入や使用の機会が発
生した場合に、ブランドを記憶内から検索できるという能
力であり、一方、（b）ブランド再認は、過去に接触したか
などを識別できる能力である。
（２）ブランド・イメージは、消費者の記憶内にあるブラ
ンド連想の反映としての知覚である（Herzog, 1963）。ブラ
ンド・イメージは、製品属性やベネフィットなどの内容と
する（a）ブランド連想のタイプ（type of brand associations）、
評価を示す（b）ブランド連想の好ましさ（favorability of 
brand associations）、連想ノードの強さを示す（c）ブランド
連想の強さ（strength of brand associations）、 競合他社との差
別の源泉である（d）ブランド連想のユニークさ（uniqueness 
of brand associations）の４つから構成される。
これらの論点を踏まえると、マーケティングにおけるブ

ランド・エクイティは、金銭価値のような１次元ではなく、
多次元の価値を持つ。また、ブランド連想の情報は定性的
なデータといえ、データの取得は質的な手法を選択するこ
とが多くなるだろう。さらには、例として、ブランド再生
に関して、消費者調査からデータを取得するならば、質問
紙上で、非助成再生（ブランドを思いつく手がかりを与え
ない）なのか、助成再生（ブランドを思いつく手がかりを
与える）なのかで結果は変わる。すなわち概念的なブラン
ド・エクイティの測定に関して、測定の方法は１つではな
く多数ある。
測定の方法として、Keller（1993）では、２つの補完的

なアプローチがあるとしている6。ブランド知識などを操
作的に定義して、ブランド・エクイティの源泉を測定する
アプローチ手法と、消費行動や売上など、マーケティング
活動の結果を直接観測して、他のブランドとの差をブラン
ド・エクイティの結果として測定する手法である。次にこ
の２つに分けて、具体的な方法について述べる。

3.3 ブランド・エクイティの源泉の測定法
ブランド・エクイティの源泉、顧客ベースのブランド・

エクイティの場合はブランド知識に対応するが、その測定
方法には、ブランド知識に関連するアンケートによるサー
ベイ・データを使うことが多い。それには大きく分けて、
ある基準でデータを組み合わせて指標を作成するか、統計
モデルが利用されることが多い。それには構造的な潜在因
子を使われることが多い。
前者の方法には、実務的にマーケティング・コンサルタ

ント会社やマーケティング・リサーチの会社が、企業、業
界横断的に比較ができるブランド測定モデルを独自に構築

していることが多い。これについては、2000年当時の海外
の事例が、Schultz and Schultz（2003）で詳細は述べられ
ており、日本においても、例えば、日経BP コンサルティ
ングのブランド・ジャパンで、毎年ブランド価値の測定を
して発表をしている7。
後者の方法には、消費者の知覚を計量的に把握する手法
である確認的因子分析モデルを使うことが多く、それを使っ
て Yoo and Donthu（2001）、Pappu et al.（2005）や Buil et al. 
（2008）では顧客ベースのブランド・エクイティを測定する
方法を提案している。ブランド・エクイティに関連する質
問項目であるm次元の観測変数ベクトルxから、q（q< m）次
元の因子得点ベクトル fを抽出して、それを個人ベースの
ブランド・エクイティとみなす方法である。確認的因子分
析のモデル表現は、次のようになる。

x＝α+Λf+ε

ここで、αはm次元の切片ベクトル、Λはm×qの因子負荷
行列である。これらはパラメータであり統計的に推定する。
εはm次元の誤差項ベクトル、因子分析モデルでは、独自
因子ベクトルとよばれる。通常、これは（多変量）正規分
布に従っていると仮定され、ε～ Nm（0, Ψ）である。ここ
でΨはm×mの対角行列の分散共分散行列パラメータ、す
なわち誤差項はそれぞれ無相関であることが仮定されるこ
とが多い。潜在的な因子得点も確率変数として、多変量正
規分布f～ Nq（0, Φ）に従うとする。確認的因子分析の場
合は、Λに事前に制約を入れ、Φは無相関ではなく、q×q 
の分散共分散行列をパラメータとして推定する8。
これらを利用すれば、あるブランドを認知している人を
対象にしてデータを取得して、因子負荷行列から因子得点
を再推定すれば、顧客ベースのブランド・エクイティを計
算することができる。ただし、ブランドごとや年次での比
較をする場合は、注意をする必要がある。なぜなら、先ほ
どのモデルの場合はE（ f）＝0であるので、ブランドごとや
年次ごとにそれぞれ計算してしまった場合は、その差分が
わからないからである。通常のソフトウェアの場合はデ
フォルトでこの設定されている場合が多く、比較をする場
合は多母集団の同時分析を利用する必要がある。因子負荷
行列Λがブランドごと、もしくは年次など時系列で変化し
ないとすると（測定不変）9、あるブランドの因子得点の
平均を０とベースラインにすれば、因子平均パラメータを
０でなく、自由パラメータとして推定すれば、ブランド間、
時系列で、統計的検定などの比較を行うことができる10。

6 　 Keller （1993） では、間接的なアプローチと直接的なアプローチと呼んでいるが、ここでは測定対象についてのアプローチと解釈をして、ブラ
ンド・エクイティの源泉とブランド・エクイティの結果とよんでいる。

7 　 https://consult.nikkeibp.co.jp/branding/brand-japan/ を参照。ブランド・ジャパンのモデルは豊田（2003）に詳細がある。
8 　 因子分析モデルは識別性のため制約必要になる。詳細は豊田（1998）を参照。
9 　 因子負荷量が変化すると、因子の解釈が変化してしまう。そのため因子を測定するという面では因子負荷量が変化しない方がよく、そのこと
を測定不変という。測定不変であるかは、情報量規準や適合度指標で統計的に検証できる。

10　 再推定した因子得点の平均を使って、検定するのは多重推定後の検定となるので、好ましくない。

－27－



Reitaku International Journal of Economic Studies

3.4 ブランド・エクイティの結果の測定法
ブランド・エクイティの結果の測定方法は、購買行動や

売上量などのデータから、ブランド・エクイティを推測す
る方法である。ここで想定されているのは、現実の購買行
動だが、仮想的な購買行動のデータにも適応できる、コン
ジョイント・モデルがある11。これを使うと、ある集団、
ないし個人の製品レベルのブランド・エクイティを算出す
ることができる。この方法のブランド分析への適応は、線
形計画法の枠組みで Srinivasan（1979）で提案されたもの
であるが、今日では、統計的検定やモデル選択を行うこと
ができる面と、さらにはモデルの拡張性があるので、誤差
を確率変数と考えることが多く、以下はそのことを仮定す
る。
コンジョイント・モデルは、製品属性の集合がある場合

に、ブランド jの選好度（全体効用）ujを製品属性の部分
効用に分解する方法である。コンジョイント・モデルにお
いては線形モデルが使われることが多く、n次元の選好度
ベクトルuを次のように表す。

u＝Xβ+ε

ここで、Xはn×mの製品属性に対応する説明変数行例
（通常は非確率変数）、βはm次の推定パラメータの偏回帰
係数ベクトルで、和の成分βk xik（i＝1,...n; k＝1,...m）が属
性の部分効用と解釈が対応する。εはn次元の誤差項ベク
トルで、多変量正規分布もしくは、独立の第一種極値分布
に従うとすると仮定される場合が多い12。
例として、単純にブランド jの製品にかんして、属性が
ブランドと価格の２属性の場合を考える。ブランドの偏回
帰係数β1

（ j）13と価格の偏回帰係数をβ2、説明変数としての
価格をpricejとすると、uj＝β1

（ j）+β2 pricej +εjとなるが、
ここでベースラインのブランドの製品の偏回帰係数をβ1

（0）

とすると、価格が一定の場合、２つの効用の差の期待値
β1
（ j）－β1

（0）がブランド選好の差、すなわち選好プレミアム
と考えることができる。Ferjani et al.（2009）では、この
手法の応用を使って、競合他社の反応を入れてブランド・
エクイティを推定する方法を提案している。
なお、先述の価格とブランドの２属性の単純な例の場合

は、選好プレミアムから価格プレミアムを計算ができる。
全体効用の差がない場合の価格差を計算すると、（β1

（ j）－

β1
（0））/β2と定数になることがわかる。このように、コンジョ
イント・モデルから、パラメータを推定すれば、他のブラ
ンドとの差としてのブランド・エクイティを計算できる。
このコンジョイント・モデルの考え方は、個人の購買履

歴データにも応用ができる。Guadagni and Little（1983）
でスキャナー・パネル・データの分析に、ブランド、ロイ

ヤルティ、プロモーション、価格を属性としたコンジョイ
ント・モデルを含む多項ロジット・モデルを応用した。そ
してKamakura and Russell（1993）では、潜在クラスの多
項ロジット・モデルでブランド価値を推定する方法を提案
している。
また販売量データを使ったものとして、Ailawadi et 

al.（2003）がある。収益（売上数量×価格） を使って、プ
ライベート・ブランドとの差をとった収益プレミアムを定
義して、ブランド・エクイティを評価している。また中山
他（2006）では、店舗におけるブランド売上数量を、ブラ
ンドと価格と客数を説明変数として、ブランドの評価を行
うモデルを提案している。Srinivasan et al.（2005）では、
該当ブランドと基準ブランドとの選択確率の差、カテゴ
リーの購入量と該当ブランドの粗利益の積、すなわちある
期間の価格プレミアムの総計で構成される個人のブラン
ド・エクイティの利用を提案している。
以上で二つの方法の概説とブランド・エクイティで使わ
れるものレビューを行ったが、前者は、ブランド・マネジ
メントにおいて、問題の所在が明確にできる利点がある。
例えば、ブランド知識において、ブランド連想の指標は高
いのに、ブランドの好意度が低い場合には、連想の中に、
好ましくないものが含まれているなどの原因を理解するう
えでのヒントになるといえる。ただし金銭価値に対応して
いるものではないので、その増減分の意味を理解するのは
単純ではないことに注意する必要がある。後者は、実際的
なブランドの効果を実感できる点がある。ただし、１つの
製品ブランド・レベルの測定が多く、包括的なブランドの
効果ではないことに注意する必要がある。これらの点を踏
まえると、それぞれ補完的に利用することが好ましいとい
える。

3.5 マーケティングにおけるブランド・エクイティの課題
これまで、マーケティングにおけるブランド・エクイティ
の議論をしてきた。次は、これまでの議論を踏まえて、今
後の研究と実務的な課題を考える。

3.5.1 多義性と尺度の多様性
Barwise（1993）; Keller（1998）; Schultz and Schultz（2003）; 

Mirzaei et al.（2012）など、多くの研究者が述べるように、
マーケティングにおけるブランド・エクイティは、その意
味が広範であり、 統一的な見解がないというのが現在の状
況といえる。すなわち研究者やマーケティングの実務者の
中で、ニュアンスが異なる可能性もあるだろう。ブランド
の対象について、コーポレート・ブランド、製品ラインと
してのブランド、１つの商品のブランドなど、その対象を
何にするかで、ブランド・エクイティの範囲は変わる。例

11　 多属性態度モデルと呼ぶ場合もあるが、その原義のフィッシュバイン・モデル Fishbein（1963）と選考度の構成の考え方が異なるので、ここで
はコンジョイント・モデルと呼ぶ。詳細は鶴見 （2014）を参照。

12　 選好データが選択データ、もしくは順序データの場合は、全体効用uは、消費者の選好順序を満たす潜在変数であり、n次元の誤差項ベクトル
が正規分布の場合は、多項プロビット・モデル、第一種極値分布の場合は、多項ロジット・モデルになる。

13　 ブランドの偏回帰係数は切片と考えることができる。説明変数行列上ではブランドに該当すれば1、それ以外を0とするダミー変数を考えれば
よい。
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えば、コンジョイント・モデルでは、１つの商品のブラン
ドの効果を測っているので、コーポレート・ブランド、製
品ラインとしてのブランドの効果はわからない。よって、
測定時のブランドの範囲は、限界があるという認識が必要
である。
また先述のように、ブランド認知というエクイティを例

にすると、その尺度の操作的な方法はたくさんあるといえ
る。例えば、測定の際に、どのようなブランド認知の尺度
が好ましいか、ロバストな尺度構成の面、どの業界や企業
でも利用できる適応可能性の面、長期的に利益をもたらす
源泉になっていることなどの実証的な見地から議論が必要
であろう。
同時に実際にはブランド・エクイティは多次元的であり、

１次元的に単純に金銭価値に変換できないといえる。例え
ば、製品・サービスの認知率もブランド・エクイティとい
えるが、１％上昇させる費用を考えると金銭価値に変換で
きるかもしれない。しかし消費財と耐久財では異なること
が予想され、その価値は業界間、さらには製品間で全く異
なるだろう。また、10％から11％と99％から100％とはそ
の費用が異なることが予想され、弾力性も異なるだろう。
Barwise（1993）で指摘されているように、ブランド研究は、
ブランド・エクイティを、単一の包括的な尺度を見つけよ
うとする試みによって進歩が妨げられた可能性があり、多
次元性を否定するものではないが、ブランド・マネジメン
ト上でブランド・エクイティを議論する際に、その意味と
解釈は単純ではないことを強く意識する必要があるといえ
るだろう。
また多次元であるがゆえに、測定する対象が増えること

に加えて、計算手順が複雑化すると当然のことながら、そ
の管理コストが大きくなる可能性があるといえる。先ほど
述べたブランドの測定法は、購買履歴データ、サーベイ・
データ、またはデータベースなど様々なデータを必要とす
る。実務的には、特に規模が大きくない企業にとっては、
これらのデータのコストは大きいといえる。ブランド・エ
クイティ測定の目的は、長期的な視野に立ったブランド・
マネジメントをするためのはずであるが、測定自体が目的
になってしまうのは、よい方向性とはいえないだろう。そ
れらのコストに見合ったブランド・マネジメントの方向性
を示唆するためのブランド・エクイティの測定が必要にな
るといえるだろう。
アメリカ・マーケティング協会が 2011年の最優秀マー
ケティングブックに選んだJeffery （2010）では、マーケティ
ング・マネジメント上で必要な、15の指標を提案している
が、これらの指標の中でブランド・エクイティに関連する
ものは、ブランド認知率のみになる。特にサブスクリプショ
ン・サービスなど、顧客接点のデジタル化が進むマーケティ
ングにおいて、マーケティング上で多次元のブランド・エ
クイティを考慮する必要があるかと、今後の議論で出てく
る可能性もあるだろう。
また、Muller（2018）では、現在社会において、パフォー

マンスをはじめ、様々な指標で測定されすぎによる様々な
問題を指摘している。例えば、数字を操作する、また都合

のよい指標のみを取り上げるなどが考えられる。また長期
的な利益を得るためのブランド・マネジメントであるのに、
短期的な数字を追ってしまう可能性もあるだろう。それら
誤用を防ぐための対処も今後必要になるといえるだろう。

3.5.2 科学的なブランドの効果の検証法
マーケティングにおけるブランド・エクイティを考える
うえでの目的は、ブランドのマネジメント上で役立たせる
ことにあるが、それが測定できたとしても、ブランド・エ
クイティがどのように形成されていゆき、どのような施策
が有効などの実証的な研究が必要になる。ブランド・マネ
ジメントの観点からすると、なぜブランド・エクイティの
結果を推定したとして、どのようなことが結果につながっ
たのかに興味があるはずである。しかし、ブランドを形成
するのには、長い年月と、多額の資金が必要になる。よっ
て因果関係を把握するランダム化比較実験（RCT）をする
ことは現実的ではないので、観察調査に頼る必要がある。
その研究の例として、Sriram et al.（2007）では、世帯の
ブランドの部分効用（切片）に、マーケティング説明変数
を追加することで店舗レベルのブランド・エクイティの測
定を試みている。実質的な結果として、広告はブランド・
エクイティに正の効果を持つが、セールス・プロモーショ
ンはいずれのカテゴリーにおいても有意ではないことを示
している。このような分析を、店舗レベルではなく、ナショ
ナル・レベルで理解する方法や、財務的に影響を与える研
究が望まれる。
ブランド・エクイティの測定尺度について、金銭価値で
はないものが提案されているが、それらについては絶対的
な基準がないことも、研究面や実用面でも課題になる。例
えば、ブランドの認知率が60％だとしても、それが高いも
のなのか、低いものなのかは、過去の認知率、業界間、業
界内と照らし合わせて、解釈を行わなければならない。
また価格プレミアムの比較基準として、コンジョイント・
モデルでは無記名ブランドや、プライベート・ブランドが
利用されることが多い。しかし、質問紙調査などで仮想的
は無記名ブランドを想定できても、製品属性にブランド特
有のもの（例えば、デザインなど）が含まれる場合などは、 
実際な無記名ブランドの製品を作るのは不可能といえる。
また近年のプライベート・ブランドは、ブランド化が進
んでいることもあり、こちらも比較基準として適当である
のか、考慮する必要があるといえる。

3.5.3 個人ベースのブランド・エクイティの総計
本研究におけるマーケティングにおけるブランド・エク
イティの議論は Keller（1993）の顧客ベースのブランド・
エクイティを主に対象としてきた。ブランド・エクイティ
が顧客に内在するのは、事実であるが、注意しなくていけ
ないのは、顧客ベースのブランド・エクイティの和が単純
に、 その総計的なブランド・エクイティを表すものではな
い。なぜならSNSの発達により、消費者の相互作用が重要
になっている今日では、有名人など影響力の大きい消費者
の顧客ベースのブランド・エクイティは、他の人に顧客に
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伝搬する可能性を持っているといえるだろう（Jun and Yi, 
2020）。
またブランド・コミュニティの価値も重要であろう。ブ

ランド・コミュニティでは、グループ内のロイヤルティ強
化に加えて（Hur et al., 2011）、新製品の創発も行われる可
能性もある。それらの価値の計算ができるかも、今後のブ
ランド・エクイティ研究の発展の方向性といえる。

3.5.4 適応の幅
ブランド・エクイティはマネジメント上で重要であるが、

おおよその場合、比較的大規模な製品を販売している営利
企業を念頭においているといえる。しかしながら、大小様々
な組織に適応でき、活用できるのか議論が必要であろう。
Huang and Ku（2016）では、非営利組織のブランド・イメー
ジから寄付への影響を分析している。その点においてはブ
ランド・エクイティが有益であるといるが、金銭価値以外
の非営利組織上の影響分析も今後の課題といえるだろう。
またブランド・エクイティは、規模の小さい企業、職人

の作る製品やサービスにも存在しているといえるがブラン
ド・エクイティの測定を簡便に行う方法はないといえる。
ブランド・エクイティの概念が普遍であるならば、そのよ
うな場合でも測定が可能であるべきであり、例えば、デジ
タル・ツールを使って管理する方向性もあるだろう
（Dumitriu et al., 2019）。

3.5.5 その他の課題
多くの研究では、ベースラインの製品の基本価値があり、

それに加えて付加価値であり、それに対応する価格プレミ
アムや選好プレミアムがブランド・エクイティと考えるこ
とができると述べている。しかし、その付加価値が、すべ
てブランドの価値一定とはいえない可能性がある。例えば、 
ブランドと、消費する動機と環境の相互作用も考えられる
（Yang et al., 2002）。またWEBサービスは、無料のサービ
ス提供が多いが、価格プレミアムや選好プレミアムを適切
に適切に定義できるかなどを議論する必要があるといえる
だろう。
次にブランド・エクイティの効果は、非常に業界に依存

するといえるだろう。耐久財市場、消費財市場、B2B市場、
WEBサービス市場の製品・サービスのブランド・エクイ
ティの効果は異なることが予想される。それでは、どのよ
うな業界の要因がブランド・エクイティの効果の差異を生
むのかは解明がされていないといえる。

４　会計学におけるブランド

4.1 のれんとブランド
会計学におけるブランドの議論は、マーケティングにお
ける議論とそれほど乖離するものではない。会計学の主た
る関心は財務諸表にあるが、財務諸表は、基本的には、企
業活動を集約するものであり、企業活動の一部を対象とす
るマーケティングの観察対象と無関係でない。たとえば、
清水（2005）は、初期のアメリカの代表的な会計学のテキ
ストとして Hatfield（1909）をあげ、のれんを「競争相手
の誘因にもかかわらず、現在の顧客が購買を続けるであろ
う蓋然性の価値」と言及したことにふれている（p.158）。
ここでののれんの定義は前節のブランドの定義と類似であ
る。ブランドそれ自体の解釈にそれほど違いはない。かな
り以前から、会計学が、間接的であれ、ブランドに関心が
あったといえる。
しかし、だからといってそれらが当然に財務諸表で認識
されていたわけではない。清水 （2005）は、1900年代初頭
のアメリカの多くのテキストでの特徴として「無形資産は
原価に限定されるべき、すなわち内部創設の無形資産は認
識されるべきではないという点でおおむねの一致が見られ
た」としている（p.159）。企業価値を構成するとしても対
価のないものについては、資産計上せず、企業価値との関
係があいまいな対価については費用処理するということで
ある。とはいえ、たとえばGuilding and Pike（1990）では、
marketing assetとし、会計上の問題と結び付けて検討して
いる。部分的には企業価値を構成するものであり、たとえ
財務諸表で計上されないとしても企業が管理すべき対象と
いうことであろう。
ところで、Edwards and Bell（1964）は、主観（客観）
のれんという概念を提示している。これはHatfield（1909）

図１　Kapferer（2012）p.442
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ののれんの概念を包括したもので、負債を考慮外とした場
合に、企業が保有する資産に着目し、各資産の市場価値合
計（market value）をこえる企業全体としての市場価値の
超過分を客観のれん、各資産の市場価格合計をこえる主観
価値（subjective value）を主観のれんと定義している（p.37）。
企業価値から各資産の市場価格合計を控除したものが主観
のれんというわけである。現在でも、こうしたのれんの定
義は一般的となっており、たとえば、Kapferer（2012）で
は図１を提示して株主価値と財務諸表上の純資産の差異の
一部がブランドであることを示している（p.442）。
こうしたのれんと純資産の関係は、いわゆる残余利益モ

デルを導くことになる。資産評価の分野でも純資産と株式
価値の関係を議論する際に実務でも一般的に扱われてお
り、たとえば菅原（2007）では、以下のように紹介してい
る（pp.63-64）。

ここで、Viは株式の１株当たりの理論価値、Biは i期期首
の純資産、NIiは i期の純利益、Biは i期の配当、rは資本コ
スト率である。一定の仮定のもとで、ここでViとBiの差が
Edwards and Bell（1961）ののれんとなる。定義上、のれ
ん自体は財務諸表に記載されないが、ここでは、そうした
のれんが会計上の将来の利益と資本コストに依存している
ことが示されており、のれんの議論が財務諸表と無関係で
ないことが示されている。もちろん、ブランドがこののれ
んの一部であることは先述の通りである。

4.2 ブランド会計の歴史的背景
ブランドを財務諸表上、資産として認識しないというの

が一般的な考え方だったが、Salinas and Ambler（2009）は、
ブランドなどマーケティングに対する情報を財務諸表等で
報告すべきとする意見が1980年代から強まったとしている
（p.40）14。田中（2019）は、それがイギリスにおける企業
買収がきっかけだったとし（p.174）、たとえば1988年に、
Kit-KatやPoloといった菓子のブランドを持ったRowntree
を買収する際にNestle and Jacob Sachardがそれらを過小評
価したのに対し、Rowntreeは安価の買収を避けるために
純資産に反映されていないブランド価値があることを株主
に訴えたことを紹介している（p.174）。梅原（2000）は、
買収等によって受け入れた純資産と買収価額の差額である
のれんについて、当時は、純資産から控除することが基本
であったが、そうした控除が多額であれば純資産がマイナ
スとなる可能性もあり、ブランドをそうしたのれんと区別
し、控除を避けるために資産とする実務があったとしてい
る（p.117）。

たしかに、当時の会計基準であるSSAP22では、企業が
買収等を行った場合に、買収額と受け入れた純資産額との
差額のうち、識別できるのであれば、分離可能資産として
ブランド等を独立に処 理することを認めていた（par.13）。
他社のブランドを買収によって取得した場合には明確な
キャッシュ・フローがあり、たとえ買収された企業の財務
諸表に記録されていなくとも、買収した企業の資産として
計上可能ということになる15。そうした実務を踏まえると、
買収時にはブランドの存在が意識され、他の競合相手のブ
ランドも含めて、それらがどの程度の経済的価値なのかが
検討されるのは自然といえる。
こうした買収時のブランドの資産計上の可能性があれ
ば、買収時以外でも、ブランドを保有する企業すべてが資
産として計上すべきという議論があってもおかしくない。
Lev and Zarowin（1999）やBlair and Wallman（2001）など、
無形資産は有形資産よりも企業価値を高める要因として重
要になったという指摘は多い。日本でも、2000年前後から
こうした指摘が多くなり、内山（2010）など、経営におけ
るマネジメントの重点が有形の資産からインタンジブルズ
へと移行すると予想している。古賀（2002）は、ブランド
は、本来的に将来キャッシュ・フローの源泉としての資産
性を有するとしつつも、多くの場合に信頼性ある測定可能
性という資産の認識要件を満足しないとしている。他方で、
ブランド等を認識しなければ、イノベーション等の企業の
創造的活動の実態を示すことができず、企業の競争優位性
の状況を明らかにできないとし、知的財産権や知的資産を
いかに認識・測定するかが財務会計の重要な課題とも言及
している。この点、Barth et al.（1998）は、インターブラ
ンド社のモデルを利用しブランド価値評価が米国の上場会
社を対象に検討し、ブランドの価値評価の情報が、株式価
値や投資収益率と関連があり、財務諸表上で開示する意義
を示している。
そもそも、企業自身が創設するブランドを資産計上でき
ないのはなぜか。なにかしらのブランドを企業が保有して
いるとしても、そうしたブランドの構築にどの支出が貢献
したのかはそれほど明確ではない。藤田（2012）が指摘し
ているように、企業がブランドを支配しているともいえな
い（p.14）。経済的資源たりえるものの、財務諸表では認識
できないということである。この点、経済産業省企業法制
研究会（2002）では、測定上の問題と、評価額をめぐる処
分可能性の問題をあげている（pp.17-18）。現在では、後者
の問題はその他の包括利益として処理することで対応可能
と考えられる。

4.3 ブランドの測定
のれんの一部にブランドがあるとしても、会計上、客観
的で信頼性が担保されるブランドを評価することは可能な
のだろうか。ブランドの定義が明確でないことはすでに言

14　 ブランドやのれんの歴史については藤田（2012）でまとめられている。
15　 さらには、梅原（2000）では、イギリスのGrand Metropolitanがバーガーキングやハーゲンダッツといったブランドを保有していたピルスベリー
を買収する際に、会計方針の変更を行い、そうしたブランドを資産計上した実務を紹介している（p.119）。
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及しているが、定義が明確でなければその評価の議論も収
束しないことは容易に想像がつく。企業が、自社の意思決
定のために独自にブランドを評価する際にはマーケティン
グで議論されているような評価方法で問題はない。ただ、
社会的な制度である会計基準でブランドを評価する場合に
は、情報の利用者の理解が必要であり、客観性や信頼性と
いった一定の条件が担保された評価方法が最低限要求され
るはずであろう。
前節のようにブランドの評価方法の研究は多くある16。

この点、経済産業省企業法制研究会（2002）が、マーケティ
ングでなく、会計上の資産の価額を決定するという観点か
らブランドの評価を議論していることは注目に値する。そ
こでは、ブランドの評価を残差アプローチと独立評価アプ
ローチに分けて検討している（p.38）。前者の残差アプロー
チは、株主価値と純資産の差額をもって評価するもので、
Hatfield（1909）の見解と同様である。とはいえ、上場企
業であれば株主価値も純資産も既知であるため、これを財
務諸表で認識したとしても特段の情報価値は見いだせな
い。経済産業省企業法制研究会（2002）でも、このアプロー
チは採用されていない（p.38）。
後者の独立評価アプローチは、ブランドをのれんとは独

立して評価しようとするもので、コスト・アプローチ、マー
ケット・アプローチおよびインカム・アプローチの３つに
分けられている。 コスト・アプローチは、ブランドの形
成に要した支出額で評価するものである。他の資産の評価
とも矛盾のないものだが、経済産業省企業法制研究会
（2002）では、「コストとブランド価値の対応関係が不明確」
という理由で採用していない（p.39）。研究開発費等の議論
と同様、支出したからといってブランドの経済的価値がそ
の分増加する保証はないということだが、通常の資産の価
額であっても、企業価値との関係が保証されているわけで
はないことに留意すべきであろう。
マーケット・アプローチは、市場で取引された類似ブラ

ンドの価格をもって評価するものだが、「ブランドの本質
が他のブランドとの識別性または差別性」にあり、類似ブ
ランドを想定すること自体に合理性を見いだせないとして
いる（p.39）。そこで、経済産業省企業法制研究会（2002）
では、独立評価アプローチのなかでもインカム・アプロー
チを採用した。基本的には、ブランドの割引現在価値を計
算しようというものだが、特にプレミアム価格法といわれ
る考え方を採用しており、ノン・ブランドの製品を上回る
現在および将来の価格プレミアムで超過利益を計算し、そ
れを割引計算することでブランドの経済的価値を計算しよ
うとしている（p.40）。
割引計算をする際には、将来のキャッシュ・フローと割

引率の決定が問題となる。経済産業省企業法制研究会
（2002）では、期待キャッシュ・フロー・アプローチを採
用し、リスクを考慮した期待キャッシュ・フローを、リスク・
フリー・レートで割引く計算を行っている（pp.40-41）17。 
期待キャッシュ・フローについては、リスクを考慮したう
えで過去の平均値を基礎とした予測値を使用し（p.43）、「企
業全体のブランド価値を計算するために、一定額の予測
キャッシュ・フローが永続する」と仮定している。また、
財務諸表上で資産計上するブランド価値の算定が目的であ
り、通常の「会計上の資産価値を計算する場合には、税金
費用も資本コストも別に考慮されるため、資本コストだけ
ではなく、税金費用も控除しない方法」によってブランド
を算定するとしている（p.42）。
具体的には、ブランドの形成を、プレステージ・ドライ
バー（PD）、ロイヤルティ・ドライバー（LD）、エクスパ
ンション・ドライバー（ED）という３つのファクターに
わけ、その積でブランドを評価している。PDは、価格優
位性を示したもので、主として「ブランドの信頼性によっ
て同業他社よりも安定した高い価格で製品等を販売する」
ことに着目し、過去の売上原価１単位当たりの売上高の比
率を、同一業種の最低値と比較し、それにブランド起因率
（ここでは広告宣伝費/営業費用）を乗じたものを使用して
いる（pp.47-49）。LDについては、「リピーターまたはロイ
ヤルティの高い顧客が安定的に存在することによって長期
間にわたり一定の安定した販売量を確保できる」ことに着
目し、売上原価の安定性を計算している（pp.50-51）。最後
のEDは、ブランドの拡張力に着目したもので、企業全体
の海外売上高成長率と非本業セグメント売上高成長率の平
均が計算されている。リスク・フリー・レートrを考慮し
たブランド価値は以下のように計算されている18。

ブランド価値＝

このモデルについては後に検証され、桜井・石光（2004）
では、このモデルで計算されたブランド価値が株式価値を
追加的に説明する能力があると実証している一方で（p.26）、
多藝（2009）では、モデルに不偏性が担保されず、正確な
将来価値を予測することができないとし、株式価値を追加
的に説明する能力が弱く、ブランド価値評価方法として説
明力が弱いとしている。のれんの一部として財務諸表に記
載すれば、その分、株価の説明力が増加するというのは直
感的には支持できるが、そうした情報の有用性以外に、本
来の、適切な測定といえるのかどうか、さらには、資本と
利益の計算の観点から自己創設の無形資産を計上するのに

16　 Abratt and Bick（2003）は、ブランドの評価方法として、Cost-based approaches、Market-based approaches、 Economic use or income-based 
approaches、Formulary approaches、Special situation approachesといった方法があるとしている（pp.24-25）。建物や備品といった有形固定資産
であっても、それを取得した際の実際の支出額、市場で取引される購入価額や売却価額、それが将来生み出だすであろうキャッシュ・フロー
を考慮した経済的価値など、多くの次元で評価でき、ブランドの測定でも、多岐にわたる可能性があることは容易に想像がつく。定義の差か
らくる評価の議論に、評価の次元をどうするのかという議論が加わるわけである。

17　 このあたり、ディスカウント・キャッシュ・フローの計算とリアル・オプションの議論を参照されたい。たとえばDixit and Pindyck（1994）を参照。
18　 詳細は経済産業省企業法制研究会（2002）を参照。
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どういった意味があるのかは、さらなる検討が必要なのか
もしれない。

５　おわりに

本稿は、企業価値を高めうるブランドを長期的な経営資
源として利用するために、マーケティングと会計学の知見
を接合させ、今後の研究に資することを目的としたもので
ある。マーケティングの分野では、検討すべき論点も多く、
ブランドの範囲や定義が多様であった。たとえ他の製品・
サービスとの差別化にその本質があるとしても、製品その
ものなのか、企業を含む一連の製品なのかを区別すること
も難しい。ブランドによって、差別化させたい企業の視点
と、それによって違いを見出す消費者の視点も異なり、ど
ちらに焦点をあてるかによって異なった議論が展開されう
る。さらには、その評価は１次元ではなく、多次元の価値
を持ちうる。中小企業なのか大企業なのかによってすら議
論が分かれうるし、消費者によって影響力が異なることか
ら、顧客ごとの数値を単純に合計したとしても、それがブ
ランド全体の価値を示す保証もない。ブランドのさらなる
概念整理が望まれる論点である。
その点、マーケティングとは異なり、会計学では、企業

のみに焦点があるため、消費者の視点を考慮する必要がな
いかもしれない。とはいえ、ブランドを認識し、企業の製
品・サービスを購入するのが消費者である以上、考慮外と
することは難しい。財務諸表での資産計上には、企業が支
配できる経済的資源でなければならないという制約があ
る。消費者の心理にある差別化をもたらすイメージを企業
が支配することができないことから、ブランドのオンバラ
ンスの大きなハードルとなっている。たしかに、ブランド
を形成するための支出に経済的資源としての意味を見出し
て資産 計上する考え方がないわけではないが、ブランド
の範囲や定義が多様であり、また消費者の心理も影響する
ことから、どの支出がどれだけブランドとしての経済的資
源となるのかの判断は難しい。それは、のれんとブランド
の区別が難しいこと、ひいては、ブランドと他の無形資産
を分離することが困難なことと無関係でない。
ただ、そうはいっても、本稿の検討から、ブランドが経

営意思決定において重要であることはゆるぎない。各企業
が、自身の企業価値を向上させるためには、独自のブラン
ド管理は有効であり、マーケティングと会計学の知見を接
合させ、どういう条件でブランドを考察するのかを明確に
したうえで、議論することは重要である。さしあたり、当
初から一般化した議論をするのでなく、個々のケース・ス
タディを積み上げることで論点を整理し、結果として、一
般化したブランドの知見を構築することも有意味なのかも
しれない。

（受理：2021年12月20日 　
掲載可：2022年１月25日）
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